
けん銃摘発総合対策要綱の具体的方策の策定について

平成４．８．２７ 警察庁丙生保発第２３号、警察

庁丙会発第１１号、警察庁丙装発第５号、警察庁丙

情管発第１９号、警察庁丙人発第２１３号、警察庁

丙教発第１８５号、警察庁丙国際発第６３号、警察

庁丙鑑発第１７号、警察庁丙防企発第３９号、警察

庁丙薬発第９号、警察庁丙地発第１５号、警察庁丙

暴一発第８号、警察庁丙暴二発第８号、警察庁丙交

指発第３６号、警察庁丙公二発第１３２号、警察庁

丙外一発第３９号、警察庁丙通運発第１０号

警察庁保安部長、警察庁長官官房長、警察庁警務局

長、警察庁刑事局長、警察庁交通局長、警察庁警備

局長、警察庁通信局長から庁内各局課長等、各附属

機関の長、各地方機関の長、各都道府県警察の長

あて

「けん銃摘発総合対策要綱」については、本日、別途警察庁次長名をもって通達された

ところであるが、その具体的方策として、この度、別添のとおり「けん銃摘発総合対策要

綱の具体的方策」を定め、これを推進することとしたので、各都道府県警察においても、

、 。同方策に基づき けん銃摘発総合対策の一層の充実強化を図るよう格段の配意をされたい

なお 「けん銃事犯取締りの強化について （昭和６０年６月７日付け、警察庁丙安発、 」

） 「 」（ 、第１５号 及び 総合力を発揮した銃器摘発の推進について 平成４年３月２６日付け

警察庁丙安発第１４号、丙捜二発第１２号、丙公二発第３６号、丙交指発第３号）は、本

日をもって廃止する。



別添

けん銃摘発総合対策要綱の具体的方策

項 目 具 体 的 方 策

第１ 体制の確立

１ けん銃摘発班の設置 ① 「けん銃摘発班」を別紙に基づき、警察庁、各管区警察局及び都道

府県警察に設置する。

② けん銃摘発班は、けん銃摘発対策の企画調整・指導、情報交換を行

い、総合的なけん銃取締りを推進する。

③ けん銃摘発の推進にあたっては、次の事項に留意する。

ア けん銃事犯捜査のための計画内偵制度を実施するなど、けん銃に

関する組織的、継続的な情報収集活動を推進し、事件に直結する具

体的な容疑情報の収集に努める。

イ けん銃密輸入の水際阻止を図るため、国際海・空港、漁港その他け

ん銃の陸上げ可能な地域における警戒を強化する。

ウ けん銃の密輸・密造・密売組織の実態解明に努め、突き上げ捜査及

び掘り下げ捜査を強力に推進する。

エ 被疑者の行動確認を徹底するとともにあらゆる法令の活用に努め、

幅広い捜索を実施する。

オ 暴力団関係者に対する職務質問の徹底、車両検問等における暴力団

関係者の車両検索の徹底等街頭活動の強化を図る。

２ 専従捜査体制の強化 都道府県警察の関係部門におけるけん銃事犯捜査に専従する捜査員の

強化を図る。

３ 広域捜査体制の強化 ① 広域的なけん銃事犯捜査を推進するため、けん銃事犯の広域捜査体

制の強化を図る。

、② けん銃事犯に関する関係都道府県警察との捜査共助を行う担当者を

関係部門に置く。

捜査共助について調整が必要なときは、けん銃的摘発班について行

う。

４ 専門捜査官の育成確保 ① 人材の発掘と計画的人事を図る。

② 実践的専科教養等により、専門的捜査能力の向上及び組織的継承を

図る。

第２ 捜査支援システム等の

整備

１ 情報管理の強化 ① けん銃情報の効果的活用のため「銃器情報管理システム」の構築を

図る。

② けん銃事犯捜査上必要な基礎資料の収集整備を行う。

２ 装備資機材の整備等 ① 捜索用金属探知機、内偵用車両、無線通信機等必要な資機材の計画

的配備を推進する。

② データを更新したけん銃図鑑の配備を推進する。



３ 鑑識活動の高度化 鑑定機材の高度化、けん銃付着指紋検出の高度化を図る。

第３ 国際協力の強化

① 関係国に対し、我が国のけん銃規制法令についての理解と協力を求

める。

② 捜査官を積極的に海外に派遣するなどして、現地捜査機関との情報

交換、共同による視察内偵捜査の推進等を図る。

、③ ＩＣＰＯルート等を通じての情報交換を積極的に推進するとともに

在外公館等を通じての情報収集を図る。

④ けん銃対策国際会議を開催するとともに、ＩＣＰＯ等の主催する国

際会議に積極的に参加する。また、外国捜査官の招へい等を通じ、国

際情報の収集を強化する。

第４ その他

１ 的確な検挙活動の推進 けん銃摘発に当たっては、事前準備を十分行い、毅然たる態度を保持

して、強力かつ適切な職務執行を行う。

２ 関係機関等との協力の ① 検察庁との緊密な連携により、けん銃事犯の厳正な処分に向けての

強化 捜査を強化する。

② 税関、入国管理局、海上保安庁等との定期会議の開催等による情報

交換の活発化を図るとともに、密輸入の経路、手段等を調査分析し、

密輸入防止対策を推進する。

③ 外国貿易関係業者、漁業関係者等の関係団体と緊密な連携を図り、

水際監視体制の確立を図る。

３ 広報啓発活動の推進 ① けん銃使用犯罪及びけん銃所持の危険性等の広報啓発活動と暴力団

排除活動の推進を図る。

② 防犯協会等関係団体に対し、広報啓発資料の作成、配布等について

協力を要請する。

４ 調査研究の推進 ① 世界のけん銃情勢等に関する調査研究活動を積極的に推進する。

② 関係各国の法制、取締り担当機関、捜査手法及び捜査資機材等につ

いて調査を行う。

③ けん銃等の銃器事犯捜査についての新たな捜査手法の調査研究を行

う。

別紙 省略


